
１．概要

この計画は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実情に最適な移動

手段として、地域公共交通の確保・維持・改善に関する事業について定める。国はその事業に対して

支援をするものである。

この事業支援には、地域間交通ネットワークの支援と、当該路線と接続、または、山村振興法に基

づき指定された振興山村（額田地域全域）を沿線に含む地域内のバス交通・デマンド交通の運行につ

いての支援(地域内フィーダー系統補助)があり、本市が策定するのは地域内フィーダー系統にかかる

確保維持改善計画である。

２．対象路線及び補助対象事業

※「桜形線」及び「くらがり線」は、山村振興法に基づき指定された振興山村を沿線に含む地域間

交通ネットワークである。

【対象路線図】

３．地域内フィーダー系統確保維持事業の流れ

※ 参考資料

⑴ 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金(H30 年度～R3 年度) 

⑵ 令和３年度事業の２次評価（自己評価）における課題及び対応方針 

課題

・コロナウイルスの影響を考慮した上で、効果的な利用促進策は継続して実行し、高齢者や高校生

の利用を増やす取組も行っていく必要がある

・地域間幹線系統で輸送量が少なく、補助要件を満たさない路線もあるため、近隣市及び運行事

業者とともに今後のあり方や活性化方策を検討する必要がある。

・額田地域は、利用者数が少ない路線もあるため、民間事業者等と連携し、運行体制の見直しを

検討する必要がある。

対応方針

・地域住民とともに高齢化を迎える年代や学生の通学利用者に対する利用促進を図る。

・地域間幹線系統バス路線、地域内フィーダー路線について、地域のニーズにあった新たな運行

形態や路線の役割の整理等、効率的で効果的な路線を地域住民や民間事業者等と一緒に検討する

とともに、利用促進に取り組んでいく。

地域公共交通確保

維持事業の区分
補助対象事業 補助対象路線

生活交通確保維持

改善計画の策定主体

地域間幹線系統

確保維持事業

地域をまたがる幹線バス交通

ネットワークの確保維持事業

大沼線、岡崎西尾線、

岡崎足助線、岡崎安城線
県バス対策協議会

地域内フィーダー

系統確保維持事業

山村振興法に基づき指定され

た振興山村（額田地域全域）を

沿線に含む地域間交通ネット

ワークと接続する地域内交通

の確保維持事業

額田支所市民病院線、下山地

区線、形埜地区線、宮崎地区

線、豊富・夏山地区線

岡崎市

(岡崎市交通政策会議

にて協議)

（千円）
年度 Ｈ30年度 R１（Ｈ31）年度 R２年度 R３年度

路線 交付額 交付額 交付額 交付額
額田支所市民病院線 2,136 3,857 3,042 3,517
下山地区線 1,426 2,836 2,032 2,371
形埜地区線 0 0 756 309
宮崎地区線 0 0 536 196
豊富・夏山地区線 69 123 207 180

合計 3,631 6,816 6,573 6,573
申請上限額 3,631 6,816 6,573 6,573

新型コロナウイルス感染症の影響により、１回あたりの輸送量が２人以上でなくても補助が出る

ように補助要件が緩和されたため、豊富・夏山地区線の一部ルート、形埜地区線及び宮崎地区線

が補助対象となった。結果的に全路線に補助金交付があった。
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市内バス路線

岡崎滝団地

北斗台団地

大樹寺

本宿駅

額田支所

岡崎中央総合公園

北野枡塚

安城駅前へ

西 尾

へ

北岡崎

美合駅

東岡崎駅

中 岡 崎

六ツ美支所

奥殿陣屋

福岡町

北部診療所

市民病院
市役所

大沼線

岡崎足助線

岡崎安城線

岡崎西尾線

くらがり線

下山地区線

額田支所市民病院線

形埜地区線

豊富・夏山地区線

宮崎地区線

開元の里

岡崎駅

矢 作 橋

岡崎公園前

大 門

六名

桜形線

宮崎学区市民ホーム前

地域間幹線バス路線

地域内フィーダー路線

バス路線

桜形バス停

須渕橋

地域内フィーダー路線が

乗り換え出来る箇所

３年度

事業
評価

(R4.1)

評価

(R5.1 頃)

R7 年度

計画

R5 年度計画に基づく

事業の実施

R6 年度計画に基づく

事業の実施

R5 年度

計画

(R4.6)

R4 年度計画に基づく

事業の実施

R6 年度

計画

(R5.6 頃)

評価

(R6.1 頃)

凡 例

交通結節点

R2.10～R3.9

R4.10～R5.9

R5.10～R6.9

R3.10～R4.9

生活交通確保維持改善計画について

地域間交通ネットワーク

←資料 3-2
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岡崎市交通政策会議

会長 伊豆原 浩二 殿

中 部 運 輸 局 長

（ 公 印 省 略 ）

中運交企第１７４号

令 和 4 年 3 月 10 日

令和３年度地域公共交通確保維持改善事業の二次評価について（通知）

日頃より国土交通行政にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、先般報告された標記事業にかかる一次評価について、これを基に二次評価を行ったため、別

紙のとおり通知します。

なお、二次評価結果は協議会等において共有するとともに、次年度以降の計画等に反映いただくよ

うお願いします。

【問合せ先】
中部運輸局交通政策部 交通支援室

TEL：052-952-8006

評価対象事業 地域内フィーダー系統

（別紙）中部運輸局二次評価結果 令和４年３月１０日付け中運交企第１７４号通知

自治体・協議会名 岡崎市交通政策会議

二次評価結果

評価できる取組

・中山間地域においてバスロータリーを整備するなど、乗換利便性の改善を図ったことが確認できました。
・地元企業の協賛金制度の導入など、地域ごとに交通を支える仕組みを整えていることを評価します。
・六ツ美地区の実証実験では、地域間幹線系統である岡崎西尾線との補完性や乗継ぎ利便性を勘案しなが
ら、地域として必要な交通のあり方について議論されていることを評価します。

期待する取組

・地域間幹線系統について、隣接市及び運行事業者とともに今後のあり方や活性化方策など検討されるよう期
待します。
・特に岡崎安城線については、矢作地区の再編効果を検証しつつ、利便性・効率性の向上について検討が必
要と考えます。
・大沼線については、2カ年連続で輸送量が補助要件を下回る結果であるため、通学に対応した安定的な運行
に加え、新型コロナウィルスの影響を勘案しながら、高齢者の外出促進策を講じられるよう期待します。
・額田地域については、利用者数が少ない路線があることから、今後、民間バス路線との役割分担も含めた見
直し検討が必要と考えます。
・市全体の公共交通ネットワークを構築する観点から、次期地域公共交通計画に基づき着実に事業を実施され
るよう期待します。
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生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画を含む）

令和４年６月 日

（名称）岡崎市交通政策会議

生活交通確保維持改善計画の名称

令和５年度岡崎市地域内フィーダー系統確保維持計画

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性

【目的】

本市は、過度に自動車交通に依存した交通体系から、公共交通や歩行者、自転車、自動

車といった交通手段が連携し、調和した総合交通体系の確立を目指すため、平成 20 年度に

「岡崎市総合交通政策」を策定し、平成 26 年度には、これまで進めてきた実施施策の点検

をしつつ、国を始めとした上位計画等の動向を踏まえ、「岡崎市総合交通政策」の改訂を行

った。

また、まちづくりと連携した地域公共交通ネットワークの構築等、より主体的な取組み

を推進していく必要があることから、「岡崎市総合交通政策」における公共交通施策のマス

タープランとして平成 28 年度に「岡崎市地域公共交通網形成計画」を策定した。

更に、昨今の移動ニーズの多様化や細分化、新たな仕組み、技術を活用したモビリティ

サービスの進展、新型コロナウイルス感染症の影響等に対応するため、令和４年３月に「岡

崎市地域公共交通計画」を策定した。

「岡崎市地域公共交通計画」では、交流を支え都市の魅力を高めること、地域のニーズ

に合った地域主体の交通、人と環境にやさしい交通、新たな社会に対応したスマートな交

通を基本目標として定め、これらの基本目標を達成するため、バス路線の見直しと確保・

維持や地域主体による交通手段の拡充等を含む主要施策を 21 項目定めている。

バス路線の見直しと確保・維持の内容には、地域コミュニティの活性化や地域間交通ネ

ットワーク等の広域的なアクセスを維持するため、バス事業者より廃止申出のあった路線

に対して、必要性を検討の上、バス路線ネットワークの維持に努めることとしている。

また、地域主体による交通手段の拡充の内容として、不採算路線が多く営業路線として、

バス路線の維持が困難な額田地域をはじめとする中山間地域を中心として、地域での主体

的な取り組みを基礎として、地域の特性やニーズに合った持続可能な公共交通を目指し、

地域住民、交通事業者、行政等、多様な主体が協働して移動手段の確保に努めることとし

ている。

【必要性】

岡崎市の東部に位置する額田地域は、面積約 160ｋ㎡、人口 7,581 人（R4.4）の中山間地

域に位置しており、事業者バス路線として広域的な地域を運行する地域間交通は、名鉄バ

スくらがり線と桜形線の２路線である。地域内フィーダー路線は、これら地域間交通を支

えるフィーダー路線として、住民の通学、通院、買物など日常生活を支える役割を果たし

ている。

このため、地域公共交通確保維持事業により、額田地域のフィーダー路線を確保・維持

することで、住民の誰もが外出する機会を確保するなど、生活交通手段を存在させていく

ことが必要である。

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果

（１）事業の目標

額田地域の継続的な運行を確保し、一層の利用促進を図るため、次の評価指標を設定す

る。

○利用者数

目標数値は次項のとおりとする。

【目標数値について】

・額田地域の人口は全体的に減少傾向にある。

・一方で、地域間幹線系統における生産性向上の効果目標に準じて、各路線実績値１％

増を目標に設定し、額田地域以外への地域に対して、地域協議会とともに利用促進を

図っていく。

※令和７年度及び令和 12 年度は「岡崎市人口推計報告書」より

○利用率

額田地域の人口は減少傾向にあり、利用者数のみでは利用促進の状況が把握できないた

め、１運行日数当たりの利用者数と沿線人口をベースとする利用率も指標として設定する。

※ 利用率(％)＝日利用者数／沿線人口×１００

〇その他

コロナウイルス等の感染拡大の状況によっては学校の閉鎖等、フィーダー路線の利用

に大きな影響が出る可能性はあるが、目標値の設定にあたっては現在の状況が続くこ

とを想定し、状況を注視しつつ目標達成を目指すこととする。

（人）

年度

路線名

令和元

年度実績

H30.10～

R01.9

令和２

年度実績

R01.10～

R02.9

令和３

年度実績

R02.10～

R03.9

令和５

年度目標

R04.10～

R05.9

令和６

年度目標

R05.10～

R06.9

令和７

年度目標

R06.10～

R07.9

額田支所

市民病院線
6,276 5,410 4,443 4,487 4,531 4,576

下山地区線 3,378 2,338 2,593 2,618 2,644 2,670

形埜地区線 779 511 464 468 472 476

宮崎地区線 368 323 281 283 285 287

豊富・夏山

地区線
434 393 319 322 325 328

合計 11,235 8,975 8100 8,178 8,257 8,337

【参考】額田地域の人口の推移 （人）

年度 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和７ 令和 12

70歳代～80歳代 1,860 1,918 2,069 1,983

65 歳以上 2,883 2,906 2,925 2,944 2,891 2,776

全体人口 7,926 7,857 7,707 7,581 7,026 6,442

（人）

年度

路線名

令和元

年度実績

H30.10～

R01.9

令和２

年度実績

R01.10～

R02.9

令和３

年度実績

R02.10～

R03.9

令和５

年度目標

R04.10～

R05.9

令和６

年度目標

R05.10～

R06.9

令和７

年度目標

R06.10～

R07.9

額田支所

市民病院線
0.17 0.13 0.11 0.12 0.12 0.12

下山地区線 2.34 1.14 1.27 1.36 1.42 1.47

形埜地区線 0.43 0.28 0.73 0.78 0.84 0.79

宮崎地区線 0.35 0.47 0.79 0.84 0.87 0.88

豊富・夏山

地区線
0.09 0.13 0.22 0.22 0.22 0.24
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（２）事業の効果

額田地域のコミュニティ交通を維持することにより、額田地域の住民が日常生活を営む

ための移動手段が確保される。また、地域間交通を支えるフィーダー路線としての役割を

担うことで、額田地域の住民と市街地の住民との相互利用が可能となり、額田地域全体の

活力向上にもつながる。

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体

事業 実施主体

各事業、コロナウイルスの感染拡大を考慮し、各事業を実施。
１ 公共交通マップの製作及び配布

市内の公共交通の利用に関する情報提供を行う。
コロナウイルスに対する安全対策等情報等の掲載を行う。

岡崎市

交通政策

会議

２ 小中学生を対象にした公共交通・交通安全教室の実施
・中学生に対してバスの乗り方教室を実施し、公共交通への理解を深め

る機会を提供する。

・小学生に対するバスの乗り方教室を実施し、バスに親しみ公共交通の

重要性や利用方法を知ってもらう。

３ 高齢者向け出前講座の実施

・高齢者を対象にバスの乗り方や活用方法等を紹介する生涯学習講座

を実施することで、バス利用者等の増加と公共交通への理解を深める

機会を提供する。

岡崎市

交通政策

会議

４ 地域住民による利用促進について

（下山地区線）

・バス停付近に駐輪場を整備することにより、コミュニティ交通と自転

車との乗継ぎ環境が改善される取組を実施。

・小学生を対象にスタンプカードを配付し、市街地や小学校へコミュ

ニティ交通を利用した場合、支払った運賃の一部を地域が補填する

取組を実施。

・コロナウイルス等の影響が軽微な場合には、老人クラブにコミュニテ

ィ交通の利用を促し、コミュニティ交通を活用し市街地でのボウリン

グや、まち歩き等のレクリエーション活動を実施。

・住民が集まる地区のイベントで運行案内のチラシを配布。

・協賛金導入と合わせ企業への下山地区線周知。

（下山地区線、形埜地区線、宮崎地区線、豊富・夏山地区線）

・利用者の増加及び収入の増加を図るため、地域がコミュニティ交通

の回数券を購入し利用者に配付。

・コミュニティ交通の利用者数や経費のほか、１便当り利用者数等の

利用状況及び運行案内のチラシを地域に回覧。

（名鉄バス額田支所市民病院線）

・運行地域に隣接する地域の住民に、運行案内のチラシを配布。

額田地域

生活交通

協議会

５ 地域ニーズに対応した路線・運行形態等の見直し

・地域住民とともに現在の運行形態を見直し、デマンド交通等の新たな

交通手段について検討をするほか、地域間交通とフィーダー系統の役

割分担についても検討を行い、地域ニーズにあった効率的で効果的な

移動手段を研究する。

・公共交通を維持していくため、地域が主体となり地域で支えてもらえ

る「持続可能な公共交通」を考えるとともに、地域と行政が協働し、

関係機関と協議をしながら移動手段を研究するとともし、移動の確保

に努める。

岡崎市

交通政策

会議

額田地域

生活交通

協議会

事業 実施主体

６ その他

・引き続き、オープンデータ化された運行情報を更新するとともに、事

業者との連携や利用者への周知によって、運行情報の取得利便性を高

める。

・近隣市との連携を強化し、公共交通ネットワークの相互連携、機能強

化等の研究を進める。

・全世帯配布の広報誌やケーブルテレビを活用し、公共交通の利用促進

を図る。

岡崎市

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び

運行予定者

表１を添付。

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者

運行経費から運行収入及び国庫補助金額等を差し引いた金額を、岡崎市が負担する。

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称

○名鉄バス株式会社

○株式会社西三交通

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法

【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】

該当なし

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要

【地域間幹線系統のみ】

該当なし

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧

【地域間幹線系統のみ】

該当なし

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期

及びその他特記事項

【地域間幹線系統のみ】

該当なし

11．外客来訪促進計画との整合性

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】

該当なし

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

【地域内フィーダー系統のみ】

表５を添付

13．車両の取得に係る目的・必要性

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】
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該当なし

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】

該当なし

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の負担者【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策）

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

17．貨客混載の導入に係る目的・必要性

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

18．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

（１）事業の目標

該当なし

（２）事業の効果

該当なし

19．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

20．協議会の開催状況と主な議論

○平成２８年１０月１７日 平成２８年度第４回岡崎市交通政策会議を開催

平成２９年１０月以降の運行について

・「下山地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「形埜地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「宮崎地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「豊富・夏山地区線」運行計画の変更の協議及び合意

→診療後の帰りの待ち時間の短縮等、利便性がより向上するダイヤやルートに変更す

る見直しを行った。

○平成２９年１月２３日 平成２８年度第５回岡崎市交通政策会議を開催

・平成２８年度生活交通確保維持改善計画の事業評価について協議及び合意

・「下山地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「宮崎地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「豊富・夏山地区線」運行計画の変更の協議及び合意

→平成２８年第４回岡崎市交通政策会議において合意した運行の見直し時期を、平成

２９年１０月から４月に変更した。

○平成２９年１０月１６日 平成２９年度第３回岡崎市交通政策会議を開催

・「下山地区線」協賛金の導入について報告

○平成３０年１月２２日 平成２９年度第４回岡崎市交通政策会議を開催

・平成２９年度生活交通確保維持改善計画の事業評価について協議

○平成３０年６月１３日 平成３０年度第１回岡崎市交通政策会議を開催

・平成３１年度生活交通確保維持改善計画について協議及び合意

〇平成３１年１月１６日 平成３０年度第３回岡崎市交通政策会議を開催

・平成３０年度生活交通確保維持改善計画の事業評価について協議

・額田地域コミュニティ交通路線への障がい者割引の導入について協議及び合意

〇令和元年６月１８日 令和元年度第１回岡崎市交通政策会議を開催

・令和２年度生活交通確保維持改善計画について協議及び合意

〇令和元年１２月９日 令和元年度第３回岡崎市交通政策会議を開催

・令和元年度生活交通確保維持改善計画の事業評価について協議

・「形埜地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「宮崎地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「豊富・夏山地区線」運行計画の変更の協議及び合意

〇令和２年６月 12 日 令和２年度第１回岡崎市交通政策会議を書面決議により開催

・令和３年度生活交通確保維持改善計画について協議及び合意

〇令和２年８月 28 日 令和２年度第３回岡崎市交通政策会議を書面決議により開催

・「形埜地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「宮崎地区線」運行計画の変更の協議及び合意

・「豊富・夏山地区線」運行計画の変更の協議及び合意

→便の削減等を伴う効率化。

○令和２年 11月 20 日 令和２年度第４回岡崎市交通政策会議を開催

・令和２年度生活交通確保維持改善計画の事業評価について協議

〇令和３年２月 26 日 令和２年度第５回岡崎市交通政策会議を書面決議により開催

・「豊富・夏山地区線」運行計画の変更の協議及び合意

→額田センターロータリーの整備に伴う延伸及び停留所設置。

〇令和３年５月 24 日 令和３年度第１回岡崎市交通政策会議を開催

・令和４年度生活交通確保維持改善計画について協議及び合意

〇令和３年 12月 20 日 令和３年度第４回岡崎市交通政策会議を開催

・令和３年度生活交通確保維持改善計画の事業評価について協議

〇令和４年５月 27 日 令和４年度第１回岡崎市交通政策会議を開催

・令和５年度生活交通確保維持改善計画について協議及び合意

21．利用者等の意見の反映状況

市民及び利用者代表が参画している岡崎市交通政策会議や、地域住民の協議会において、

利用促進策やコミュニティ交通運行の確保維持の方策について意見交換・協議を行い、利

用者等の意見を本計画に反映している。
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令和３年度はコロナウイルス等の影響もあり会議の開催が見送られることもあったが、

額田地域生活交通協議会を２回開催し、また、各地域とも情報共有を図り、利用状況や多

様な運行形態等の情報提供、地域利用者の意見・要望等の把握とともに、運行計画の見直

しについて協議を行った。

22．協議会メンバーの構成員

学識経験者
まちづくりの達人ネットワーク理事長

名城大学教授

市民及び

利用者代表

岡崎市総代会連絡協議会

岡崎市老人クラブ連合会

岡崎市障がい者福祉団体連合会

岡崎商工会議所

岡崎市六ツ美商工会

額田地域生活交通協議会

交通事業者等

名鉄バス株式会社

名鉄東部交通株式会社

名古屋鉄道株式会社

愛知環状鉄道株式会社

愛知県タクシー協会岡崎支部

公益社団法人愛知県バス協会

愛知県交通運輸産業労働組合協議会

地方運輸局
中部運輸局

愛知運輸支局

交通施設管理者等
愛知県西三河建設事務所

愛知県警察岡崎警察署

関係都道府県 愛知県都市・交通局交通対策課

関係市区町村 岡崎市

その他会長が必要と認める者

【本計画に関する担当者・連絡先】

（住 所）岡崎市十王町二丁目９番地

（所 属）岡崎市役所総合政策部地域創生課

（氏 名）安藤 星哉

（電 話）0564-23-6486

（e-mail）chiikisosei@city.okazaki.lg.jp
注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。

また、既存計画部分で生活交通確保維持改善計画の記載項目に合致する部分は、そこから

の転記や、該当部分を明確にした上での添付などにより活用いただいて差し支えありません。

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。

各記載項目について、地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画を作成し

ている場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節のとおり、等と

して引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、地域公共交通

網形成計画及び地域公共交通再編実施計画に定める目標、当該目標を達成するために行う

事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るようにして下さい。また、生活交通

確保維持改善計画全体として、協議会における協議が整った上で提出される必要がありま

す）。

外客来訪促進計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添

○○計画△節のとおり、等として引用したりすることも可能です。

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。
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表
１

地
域

公
共

交
通

確
保

維
持

事
業

に
よ
り
運

行
を
確

保
・
維

持
す

る
運

行
系

統
の

概
要

及
び
運

送
予

定
者

（
地

域
内

フ
ィ
ー
ダ
ー

系
統

）
5
年

度

起
点

経
由

地
終

点
運

行
態

様
の

別
基

準
ハ
で

該
当
す
る

要
件

補
助
対
象
地

域
間

幹
線
系
統
等
と
接
続
の

確
保

基
準

ホ
で
該

当
す
る
要
件

（別
表
７
の
み
）

（
注
）

１
．
区
域
運
行
及
び
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
運
行
系
統
の
「経

由
地
」
に
営
業
区
域
を
記
載
す
る
こ
と
と
し
、
「起

点
」、

「
終
点
」及

び
「
系
統
キ
ロ
程
」に

つ
い
て
記
載
を
要
し
な
い
。

２
．
「
系
統
キ
ロ
程
」に

つ
い
て
は
、
小
数
点
第
１
位
（第

２
位
以
下
切
り
捨
て
）ま

で
記
載
す
る
こ
と
。
な
お
、
循
環
系
統
の
場
合
に
は
、
往
又
は
復
の
ど
ち
ら
か
の
欄
に
キ
ロ
程
を
記
載
し
、
も
う
片
方
の
欄
に
「
循
環
」と

記
載
す
る
こ
と
。

３
．
「
利
便
増
進
特
例
措
置
」に

つ
い
て
は
、
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
計
画
の
認
定
を
受
け
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
に
係
る
特
例
措
置
の
適
用
（
別
表
９
）
を
受
け
て
補
助
対
象
と
な
る
場
合
の
み
「○

」を
記
載
す
る
こ
と
。

４
．
「
運
行
態
様
の
別
」
に
つ
い
て
は
、
路
線
定
期
運
行
、
路
線
不
定
期
運
行
、
区
域
運
行
、
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
別
を
記
載
す
る
こ
と
。

５
．
「
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
等
と
接
続
の
確
保
」に

つ
い
て
は
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
が
接
続
す
る
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
又
は
地
域
間
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
ど
の
よ
う
に
接
続
を
確
保
す
る
か
に
つ
い
て
記
載
す
る
こ
と
。

６
．
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
「運

行
系
統
名
」
「利

便
増
進
特
例
措
置
」に

つ
い
て
記
載
を
要
し
な
い
。

７
．
本
表
に
記
載
す
る
運
行
予
定
系
統
を
示
し
た
地
図
及
び
運
行
ダ
イ
ヤ
を
添
付
す
る
こ
と
。
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
営
業
区
域
を
示
し
た
地
図
を
添
付
す
る
こ
と
。

市
民

病
院

須
渕

橋

高
雲

寺

木
下

公
民

館

平
針

ハ
ズ
ノ
モ
ト

星
野

ク
リ
ニ
ッ
ク

星
野

ク
リ
ニ
ッ
ク

宮
崎

学
区

市
民

ホ
ー
ム

前

宮
崎

診
療

所

北
部

診
療

所

切
山

横
手

辻

桃
ヶ
久

保
北

部
診

療
所

岡
崎

げ
ん
き
館

前

(4
)

切
山

・
小

久
田

・
毛

呂
・
井

沢
ル

ー
ト

市
民

病
院
バ

ス
停
で
名
鉄

バ
ス
「
桜
形
線

」
と
接

続

循
環

2
6.
0
ｋ
ｍ

循
環

2
2.
3k
m

循
環
1
4
.8
ｋ
ｍ

宮
崎

学
区

市
民

ホ
ー
ム
前

バ
ス
停
で
名

鉄
バ

ス
「
く
ら
が

り
線
」
と
接

続

路
線

定
期

②
(1
)

③
復

18
.9
ｋ
ｍ

額
田

セ
ン
タ
ー
バ

ス
停
で
名

鉄
バ
ス
「く

ら
が

り
線

」と
接

続

路
線

定
期

②
(1
)

③

桜
形

バ
ス
停

で
名

鉄
バ
ス
「
桜

形
線

」
と
接

続

③

路
線

定
期

③③

路
線

定
期

②
(1
)

③

路
線

定
期

②
(1
)

往
18

.9
ｋ
ｍ

路
線

定
期

②
(1
)

桜
形

バ
ス
停

及
び
須

渕
橋

バ
ス
停
名

鉄
バ

ス
「
桜
形

線
」と

接
続

③
4
9日

9
8
.0
回

5
0日

5
0
.0
回

路
線

定
期

②
(1
)

③
5
0日

5
0
.0
回

㈱
西

三
交

通

③

運
行

系
統

地
域

内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系

統
の

基
準

適
合

（
別

表
７
及

び
別

表
９
）

往
14

.0
ｋ
ｍ

復
14

.0
ｋ
ｍ

往
25

.9
ｋ
ｍ

計
画

運
行

日
数

計
画

運
行

回
数

利 便 増 進 特 例 措 置

36
5日

21
2
8
.5
回

路
線

定
期

②
(1
)

市
民

病
院

バ
ス
停

で
名

鉄
バ

ス
「
桜

形
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ス
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」
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往
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ｍ
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ｋ
ｍ
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)
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山
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区

線
A

市
民
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院

②
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名
運

送
予
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者

名
運
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系
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名

（
申

請
番

号
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額
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市
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バ
ス
㈱

ち
せ

い
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公
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岡
崎

市

額
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ー

桃
ヶ
久
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岡
崎

げ
ん
き
館

前

北
部

診
療

所

北
部
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所

宮
崎

診
療

所

宮
崎

診
療

所

額
田

セ
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ー

市
道

(7
)

千
万

町
ル

ー
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24
4日
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8
.5
回

路
線

定
期

復
25

.9
ｋ
ｍ

往
31

.5
ｋ
ｍ

②
(1
)

(3
)

下
山

地
区

線
B

9
9日

4
9
.5
回

4
9日

9
8
.0
回

北
部

診
療

所

(9
)

鳥
川

ル
ー
ト

5
0日

5
0
.0
回

5
0日
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0
.0
回

往
17
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ｋ
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(8
)

夏
山

ル
ー
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)

南
大
須
・
鍛

埜
ル
ー
ト

(6
)

大
雨

河
ル

ー
ト

表５ 地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

7,531 旧額田地区 山村振興法

市区町村名 岡崎市

人 口

人口集中地区以外 85,074

交通不便地域等 7,531

人 口 対象地区 根拠法

地域公共交通計画、地域公共交通利便増進計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定年月
日及び算定式適用開始年度

計画名 策定年月日 算定式適用開始年度

岡崎市地域公共交通計画 令和４年３月14日 平成29年度

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交
通不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の合
計（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律
（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名
等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場
合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。
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